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山口県条例第５１号

山口県は、三方が海に開け、美しく変化に富んだ地勢に恵まれるとともに、長年にわ

たり培われてきた歴史と文化が存在していることから、地域の特性を生かした農林水産

業や中小の事業者による多彩な商工業が営まれる一方で、瀬戸内海沿岸地域を中心に、

基礎素材型及び加工組立型の産業の集積が見られる。

このような様々な産業の事業者は、地域に根ざした経済活動を行うことによって、優

れた生産物、製品等を産出し、県民の衣食住を支えるとともに、雇用及び所得の確保な

ど地域経済の維持に貢献し、本県発展の礎として大きな役割を果たしてきた。

しかしながら、経済のグローバル化、国民の価値観の多様化、少子・高齢化の進行等

によって地域間の競争が激化しており、地域の活力への影響が懸念されている。

こうした時代にあって、地域の活力を高めて将来にわたり本県が持続的な発展を遂げ

るためには、県民がふるさとを愛しはぐくむ意識を持って、ふるさと産業の重要性につ

いて理解を深めるとともに、生産物及び製品の消費及び利用並びに事業者が提供するサ

ービスを利用するなどの自発的な取組を進めていくことが重要である。

また、この取組は、安心で安全な県民生活の確保及び食料自給率の向上に資するとと

もに、生産物及び製品の輸送に伴い排出される二酸化炭素等の削減による地球温暖化の

防止等に寄与することからも、推進されるべきものである。

ここに、私たちは、元気で活力に満ちた山口県の創造を目指して、県民、事業者、関

係団体、市町及び県が協働して、ふるさと産業の振興に取り組むことを決意し、この条

例を制定する。

（目的）

第一条 この条例は、地産地消の推進によるふるさと産業の振興について、基本理念を

定め、並びに県、事業者及び関係団体の責務並びに県民の役割を明らかにするととも

に、地産地消の推進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、ふるさと産

業を育成し、もって活力ある地域の経済社会の形成及び県民生活の向上に寄与するこ

とを目的とする。

（定義）

第二条 この条例において「ふるさと産業」とは、県内で生産活動を営み、又はサービ

スの提供を行う産業をいう。

２ この条例において「県産品等」とは、次の各号のいずれかに該当するものをいう。

一 県内で生産され、採取され、若しくは水揚げされた農林水産物又は県内で製造さ

れ、若しくは加工された物品

二 前号に掲げるものを原材料として製造され、又は加工された物品

三 県内で提供されるサービス

３ この条例において「地産地消」とは、県産品等を消費し、又は利用することをいう。

４ この条例において「関係団体」とは、事業者の組織する団体又は地産地消の推進を

目的とする団体をいう。



（基本理念）

第三条 ふるさと産業を振興するための地産地消の取組は、県、事業者、関係団体及び

県民による協働の精神に基づき、自発的に行われることを旨として促進されなければ

ならない。

２ ふるさと産業を振興するための地産地消の取組は、地域における人、物及び情報の

交流により経済を活性化させ、県産品等の需要の拡大及び事業者の育成を図ることを

旨として促進されなければならない。

（県の責務）

第四条 県は、国、市町、事業者、関係団体及び県民と連携を図りながら、行政の各分

野において、地産地消に関する施策を講ずるものとする。

２ 県は、事業者、関係団体及び県民が自発的な意思により地産地消に取り組む気運の

醸成その他必要な措置を講ずるものとする。

（事業者及び関係団体の責務）

第五条 事業者及び関係団体は、県民が県産品等に愛着を持つことができるよう情報の

提供及び発信に努めるとともに、良質かつ安全で安心することができる県産品等を県

民に対して安定的に供給することができる体制を整備するよう努めるものとする。

２ 事業者及び関係団体は、自主的かつ創造的な事業活動を行うとともに、県民の意向

を踏まえた商品の開発を行うことにより、ふるさと産業が多様で活力あるものとして

成長するよう努めるものとする。

３ 事業者及び関係団体は、県産品等の生産、製造等に当たっては、他の県産品等の消

費及び利用並びにふるさと産業に属する事業を行う者の利用の拡大に配慮するよう努

めるものとする。

４ 事業者及び関係団体は、その事業活動を行うに当たっては、環境に配慮するととも

に、地域社会と協働し、地域の発展に資するよう努めるものとする。

５ 事業者及び関係団体は、県が実施するふるさと産業の振興に関する施策に協力する

よう努めるものとする。

（県民の役割）

第六条 県民は、ふるさと産業の振興が県民生活の向上に寄与することについて理解を

深めるとともに、自ら進んで県産品等を消費し、及び利用するよう努めることによっ

て、地産地消の推進に積極的な役割を果たすものとする。

２ 県民は、県が実施する地産地消に関する施策に協力するよう努めるものとする。

（基本的施策）

第七条 県は、地産地消を推進してふるさと産業を振興するため、次に掲げる施策を講

ずるものとする。

一 観光の振興、農山漁村との交流等の取組を促進することにより、事業者と県民と

の相互理解の増進を図ること。

二 ふるさと産業を支える幅広い人材の育成及び確保を図ること。

三 地域に存在する資源を活用した創業及び新たな事業分野の開拓を促進すること、

資金調達を円滑化すること等により、中小企業の育成及び支援を図ること。



四 産学公の連携（事業者、大学、県等の相互の連携をいう。）並びに農商工等の連

携（農林漁業者と中小の事業者等との相互の連携をいう。）による研究開発及び多

様な技術の交流により、県産品等を活用した新商品の開発及び販売先の拡大を図る

こと。

五 ブランド化（地域に存在する資源を活用して物品の付加価値を高め、情報発信力

及び競争力の面で優位性を持つことをいう。）を促進するとともに、伝統工芸の技

術の伝承及び発展を図ること。

六 地域の特性を生かした企業立地を促進し、次代を担う産業の集積を図ること。

七 農林水産業と食品産業との連携により、加工食品、外食、学校給食等への利用を

促進すること等により、県内で生産され、採取され、又は水揚げされた農林水産物

の需要の拡大を図ること。

八 需要に応ずるための産地の育成及び拡大並びに資源の維持及び確保を図ること。

九 県内で生産された木材の利用、間伐材その他の未利用の森林資源の利用及び森林

バイオマスエネルギー（森林資源から得られるエネルギーをいう。）の利用の促進

を図ること。

十 建設工事又は物品等の発注に当たり、事業者の地域社会への貢献の状況、県の施

策への協力の状況等に配慮して県内の事業者の受注の機会の確保を図るとともに、

県産品等の活用を図ること。

（市町、事業者等に対する支援）

第八条 県は、市町が実施するふるさと産業の振興に関する施策並びに事業者、関係団

体及び県民が行う地産地消に関する取組を支援するため、情報の提供、技術的な支援

その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（広報活動）

第九条 県は、ふるさと産業の振興に資するため、地産地消に対する県民の理解及び関

心を深めるための広報その他の必要な措置を講ずるよう努めるものとする。

（財政上の措置）

第十条 県は、ふるさと産業の振興に関する施策を推進するため、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


